
年 月 日

実施計画の
位置付け

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

さくら児童遊園の取り扱いについて

さくら児童遊園土地所有者

なし

（様式２）

審議（希望）日
局・区経営会議

関係課長会議

申込日

政策会議

政策調整会議

庁議（政策会議）　案件申込書

所 管 内線

平成29 8 17

案 件 名

部 こども・若者支援

なし

こども・若者未来

時期

報道への情報提供

17

平成29 8 22

8

なし

平成29

なし

なし
施策番号及び
実施計画事業名

8

パブリックコメント

課
局
区

担当者

7

事務事業調整会議H29.8.8

さくら児童遊園と市有地の等価交換等について

会議名等

H29.8.7

議会上程時期
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議会への情報提供
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打　合　せ　・　会　議　の　経　過

調整状況

等価交換は対応可能である旨の回答があった

条例等の調整

概 要

審議内容
（論点）

東林地区のさくら児童遊園は、民間事業者である土地所有者と本市の使用貸借契約により児童遊園として設置しているが、
従前より所有者側から市へ買取の申し入れがあるとともに、当該遊園内の児童集会所を所有している自治会からは、市に当
該遊園の取得による存続について要望がある。
そのため、さがみはら児童厚生施設計画の見直し等により活用の見込みがなくなった市有地の一部と等価交換及び残地処
分、または市有地全体の売却及び遊園の購入について検討するもの。

なし

○さくら児童遊園の取得について（市有地の一部と等価交換及び残地処分、または市有地全体の売却及び遊園の購入）

関係部局との
調整

検討経過等

さくら児童遊園と市有地の取扱いについて

月　　日

関係課長会議

政策調整会議

H29.7.19

日程等
調整事項

さくら児童遊園の取り扱いについて

さくら児童遊園と市有地の等価交換等について

関係課長会議

平成29

H29.8.17

これまでの
庁議での
主な意見

政策調整会議
の

結果等

原案を一部修正し

備　　考

【関係課長会議】
○当該遊園を購入する場合、１億円以上の費用がかかるとされているが、今後、市として児童遊園そのものの取扱について
はどのように考えているのか。
⇒児童遊園は市内に３８箇所あり、南区には３箇所あるが、ほとんどは緑区の津久井地域に集中し、市有地であるものも多
い。今後、本件のように新たに取得する予定はない。
○保育施設等建設のために取得した用地を、交換してしまうのは問題ないのか。
⇒用地を取得した当時と状況が変わり、活用の見込みが無い。このため、売却方法が公平、公正であれば問題ないと考えて
いる。
○自治会が会館用地を取得するには法人化が必須だが、自治会は平成３０年度に法人化を予定しているとのこと。
⇒交換の手法については、自治会のスケジュールや所有者の意向を確認し、検討を進める。
○都市公園への移行について、どう考えているのか。
⇒遊園が市の土地になれば、都市公園にもなり得るため、今後の扱いについては、都市公園としての活用を検討したい。

【政策調整会議】
○これまで検討してきた市有地の一部と等価交換及び残地処分に加え、当該市有地全体を売却し、その売却益を財源に遊
園を購入する方法についても検討した方が良いのではないか。
⇒所有者と調整を行い、遊園の取得について具体的な方法を検討する。

( 政策会議 )上部庁議へ付議する。



事案の具体的な内容

原則、この裏面で事案の内容がわかるように努めてください。

（安易に別紙にせず、「公開」を前提にわかりやすく充実した内容とすること）

（１）事案の概要

さくら児童遊園（所在：南区東林間７丁目地内）について、民間事業者である所有者と本市の

使用貸借契約により利用しているが、所有者側からは平成４年以降、市へ買取の申し入れがある

とともに、当該児童遊園に所在する児童集会所を所有している自治会も当該遊園の存続について

市へ積極的に要望している。

さらには、平成２４年度からは、使用貸借契約の更新にあたっては、買取の検討を前提に契約

を更新している。

一方、平成２７年３月に借地権整理で取得した市有地については、当初、保育所及び児童厚生

施設等を建設する予定であったが、隣接地に認定こども園が設置され、さらには、児童厚生施設

（こどもセンター、児童館等）については、公共施設マネジメントプランにおいて、原則、周辺

の学校施設との複合化を検討することとしていることから、当該用地については活用の見込みが

無い。

このため、当該児童遊園を取得することを目的に、所有者側と協議を進めてきた。

【土地の概要】

○さくら児童遊園

・地積：５８３．６０㎡ ・地目：宅地

・建物：児童集会所（昭和４０年築、木造、３２.２２㎡、自治会所有）

・価格：１６５，０００円／㎡ ※路線価

○借地権整理で取得した市有地

・地積：１，４８１．８５㎡ ・地目：宅地

・価格：１８５，０００円／㎡ ※路線価

（２）事業スケジュール（想定）

平成２９年 ８月～ 財務省関東財務局横浜財務事務所への経過説明

１０月～ 鑑定評価

地形・面積の協議、測量図作成

平成３０年 １月～ 不動産評価委員会

２月～ 測量

４月～ 交換または購入、市有地売却手続き

（３）事業経費・財源

平成２９年度 地積測量図作成委託 ６００千円（一般財源）

（４）事業実施の効果
さくら児童遊園の土地の権原を取得することで、地域での安定的なコミュニティ形成を図るこ

とができる。また、地域の防災拠点の場として、一時避難場所としての機能や、防災倉庫の設置
場所でもあり、近隣に狭小の公園しかない本地域にとっては、防災面においても重要な役割を担っ
ている。
借地権整理で取得した市有地については活用の見込みが無いことから、処分することで、有効
活用と財源の確保になる。



（様式６） 
第３回 政策会議 議事録 

平成２９年８月２２日 
 
１ さくら児童遊園の取り扱いについて 

 

（説明者：こども・若者未来局次長） 

 

（１）主な意見等 

○ 遊園取得に際して、市有地の一部と等価交換を行う方法のほか、市有地全体を売

却して遊園を購入する方法についても、遊園の所有者側と協議してもらいたい。 
 
○ 借地権整理で国から取得した市有地については、保育所などの建設用地として活

用することとしていたが、取得する際に用途指定などの制約は課せられなかった

のか。 
→ 元の所管機関である関東財務局横浜財務事務所に対しては、当該市有地の近隣

に認定こども園ができるなど取得した当時と状況が変わった旨と、処分を行う

方向であることを説明し、先方より問題は無いとの回答を得ている。 
 
 
（２）結 果 

 
○ 原案のとおり承認する。 

 
 

以 上   


